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1． 結果の概要：7 月に続き、台湾の評価が高い 

2020 年 7 月に新型コロナウイルスの感染拡大に対する影響について各国の状況を概観するため

に、「コロナ被害」および「経済被害」を数値化しランキングを行った1。 

本稿は 2020年 10 月中旬までの状況を踏まえたランキングの更新版である。10月 14日時点まで

のデータをもとに再評価をしたところ、結果は以下の通りとなった。 

【評価結果】 

・総合順位では、台湾、韓国、ニュージーランド、日本、パキスタンの順に高評価となった。 

・評価が低い国は、欧州及び南米に多い。これらの国では感染拡大が続く一方で成長率も大きく

落ち込んでいる傾向にある。 

 

2． 結果の詳細：今後も評価は大きく変動する可能性あり 

今回、実施した評価は図表 1 の通りであり、感染者数・死亡者数を 10 月中旬までのデータに更

新したほか、「経済被害」の算出のために用いた 2020年（度）のＧＤＰ見通しを 9月に公表された

ＯＥＣＤの見通し、および 10月に公表されたＩＭＦの見通しを用いて更新している（図表 2）。 

各国の「コロナ被害」と「経済被害」の状況をそれぞれ見ると、まず「コロナ被害」では、感染

第 2波が襲っている欧州で評価を下げている国が多い。アジアの中ではマレーシアも足もとの感染

拡大率が大きくなったことで点数が下がっている。また、南米のアルゼンチンなど、一貫して感染

を抑制できていない国では累積感染者数が大きく増えている2。 

次に「経済被害」では、最新の見通しを反映した結果、多くの国で評価が変動している。例えば、

米国は 7月時点の推計よりもＧＤＰ損失を低く抑えられる見通しとなっており、順位を上げている。

なお、ＧＤＰ損失が 7 月時点より小さい国では、経済への直接的な影響が少なかった国に加えて、

大規模な財政政策したことで経済が下支えされている国もあると見られる。総じて見ると、新興国

では 7月時点の見通しよりＧＤＰ損失が大きくなっている傾向にあると言える。 

 
1 高山武士（2020）「新型コロナウイルスと各国経済－コロナ禍を上手く乗り切っているのはどの国か？49 か国ランキング」『ニッセイ

基礎研レター』2020-07-03を参照。本稿の分析対象国は、前回の対象国（ＭＳＣＩ ＡＣＷＩの指数を構成する 49 カ国・地域）に加

えて、問い合わせの多かったベトナムを加えて 50 か国・地域としている。また、中国と記載した場合は中国本土を指し香港は除くこ

とし、香港等の地域も含めて「国」と記載する。 

評価は、「コロナ被害」（感染拡大）と「経済被害」をいずれも小さく抑えている国という観点から実施し、具体的には「コロナ被害」

は「①累積感染者数」「②感染拡大率」「③致死率」のデータ、「経済被害」はコロナ禍によって失われたＧＤＰの損失を推計して評価

している。より詳細な手法については、上記レポートを参照。 
2 感染者数や死亡者は各国の報告数値を用いているが、国によって報告基準が異なる点に注意が必要。 
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こうした状況の中で、全体の順位を見ると台湾および韓国は高い順位を維持できている。特に台

湾は、感染者数が少ない上に、経済状況では半導体事業が好調なことで、ＧＤＰ損失は 7月時点よ

りもかなり小さくなるものと見込まれている。 

ニュージーランド

は観光関連産業が盛

んであることから、Ｇ

ＤＰ損失は大きくな

ると見込まれるもの

の、コロナ被害をかな

り小さく抑えている

ことで順位を上げた。 

日本も、緊急事態宣

言後に、感染第 2波が

襲っているが、他国と

比較して、感染者数は

少なく、死亡者も低水

準に抑えていること

から評価を上げてい

る。パキスタンについ

ては、6 月をピークと

する第 1 波に見舞わ

れ、アジアの中では感

染者数が多いものの、

比較的速やかにピー

クアウトさせること

ができており、経済へ

の影響も限定的にと

どまると想定されて

いる3ことで順位を上

げた。 

一方、南米や欧州は

「コロナ被害」および

「経済被害」のどちら

も悪く、順位を下げて

いる国が目立つ。欧州

では、第 1 波の際、致死率が高くなってしまった国も多く、それが今回の評価にも影響している。 

ただし、今回更新したランキングも、今後も大きく変動し得ると見られる。7 月時点のランキングで

 
3 パキスタンのＧＤＰ損失は年度単位で計測しており他国と基準が異なる点には留意が必要。ただし、経済被害が相対的に軽微である

国であることは変わらない。 

（図表 1） 

 

各国のコロナ対応の評価
総合評価 コロナ被害 経済被害

点数 感染者数 感染拡大率 致死率 ＧＤＰ損失 点数の変化
順位 順位の変化 対1万人 点数 ％ 点数 ％ 点数 ％ 点数

台湾 170.0 1 (±0) 0.2 10 3.1 8 1.3 9 ▲ 1.8 10
韓国 152.0 2 (↑3) 4.8 9 4.6 8 1.8 8 ▲ 3.6 10
ニュージーランド 142.5 3 (↑5) 3.8 10 1.5 10 1.3 9 ▲ 8.5 5
日本 126.0 4 (↑5) 7.2 9 8.5 7 1.8 7 ▲ 6.0 9
パキスタン 126.0 4 (↑8) 15.7 8 2.7 8 2.1 6 ▲ 2.7 10
ベトナム 123.5 6 - 0.1 10 2.6 9 3.1 4 ▲ 4.6 9
中国 120.0 7 (↓2) 0.6 10 0.2 10 5.4 2 ▲ 3.9 10
ノルウェー 112.0 8 (↑2) 29.8 7 13.7 6 1.7 8 ▲ 5.2 9
タイ 110.5 9 (↓5) 0.5 10 2.3 9 1.6 8 ▲ 9.9 3
シンガポール 110.0 10 (↑1) 101.5 4 0.2 10 0.0 10 ▲ 6.9 7
エジプト 104.5 11 (↑12) 10.6 9 1.7 10 5.8 1 ▲ 3.7 10
オーストラリア 104.0 12 (↓5) 10.7 8 1.0 10 3.3 3 ▲ 6.3 8
香港 104.0 12 (↓9) 6.9 9 2.2 9 2.0 7 ▲ 8.8 4
サウジアラビア 90.0 14 (↑7) 99.9 4 1.8 9 1.5 9 ▲ 7.9 6
トルコ 84.0 15 (±0) 40.9 7 6.8 7 2.6 5 ▲ 6.7 7
デンマーク 77.0 16 (↑1) 58.7 6 19.7 4 2.0 7 ▲ 6.3 8
ロシア 71.5 17 (↑14) 90.8 5 13.8 5 1.7 8 ▲ 7.5 6
フィンランド 68.0 18 (↓2) 23.0 8 27.1 3 2.8 5 ▲ 5.4 9
カタール 66.5 19 (↓1) 460.1 1 2.3 9 0.2 10 ▲ 7.0 6
ドイツ 63.0 20 (↑4) 41.5 7 17.6 5 2.8 4 ▲ 6.7 7
米国 60.5 21 (↑20) 241.0 2 9.4 6 2.7 5 ▲ 5.9 9
マレーシア 60.0 22 (↓20) 5.4 9 56.3 1 1.0 9 ▲ 10.0 3
オーストリア 55.0 23 (↓10) 66.2 5 30.9 2 1.5 9 ▲ 8.3 5
ポーランド 52.5 24 (↓3) 37.3 7 55.0 1 2.3 6 ▲ 6.4 8
UAE 52.5 24 (↓10) 102.4 3 16.8 5 0.4 10 ▲ 8.9 4
フィリピン 52.0 26 (±0) 32.3 7 11.2 6 1.9 7 ▲ 13.6 1
インドネシア 49.0 27 (↓7) 12.9 8 20.1 4 3.5 3 ▲ 7.1 6
スウェーデン 48.0 28 (↑13) 98.1 4 9.1 7 5.8 1 ▲ 6.1 8
インド 45.5 29 (↑4) 53.4 6 15.8 5 1.5 8 ▲ 15.2 1
ギリシャ 45.0 30 (↓2) 21.9 8 27.2 3 2.0 7 ▲ 11.5 1
南アフリカ 42.0 31 (↓3) 118.5 3 3.3 8 2.6 6 ▲ 10.5 3
イスラエル 39.0 32 (↓7) 329.8 1 21.6 3 0.7 10 ▲ 8.7 5
チリ 39.0 32 (↑2) 254.0 1 4.8 8 2.8 5 ▲ 8.8 5
チェコ 38.5 34 (↓2) 130.8 3 96.8 1 0.8 10 ▲ 8.9 4
カナダ 36.0 35 (↑3) 51.2 6 19.2 4 5.1 2 ▲ 8.1 6
スイス 36.0 35 (↓7) 80.4 5 28.9 2 3.1 4 ▲ 6.5 7
ポルトガル 35.0 37 (↑2) 88.7 5 20.7 4 2.3 6 ▲ 11.4 2
ハンガリー 35.0 37 (↓10) 41.7 6 54.1 1 2.5 6 ▲ 9.1 4
ブラジル 33.0 39 (↑9) 244.6 1 6.9 7 3.0 4 ▲ 8.2 5
アイルランド 30.0 40 (↓4) 91.4 4 25.1 3 4.1 2 ▲ 6.3 8
メキシコ 28.0 41 (↑4) 65.0 5 11.6 6 10.2 1 ▲ 10.5 3
イタリア 20.0 42 (↓2) 61.8 6 18.4 4 9.7 1 ▲ 11.0 2
オランダ 20.0 42 (↓8) 117.2 3 60.3 1 3.3 3 ▲ 6.9 7
アルゼンチン 20.0 42 (↓23) 207.4 2 24.1 3 2.7 5 ▲ 10.3 3
コロンビア 20.0 42 (↓5) 184.7 2 12.1 6 3.0 4 ▲ 11.4 2
ベルギー 12.0 46 (↓3) 158.4 2 53.2 2 5.7 2 ▲ 9.4 4
スペイン 12.0 46 (↓1) 195.3 2 18.1 5 3.7 3 ▲ 14.2 1
フランス 10.0 48 (↓3) 126.6 3 35.8 2 4.0 2 ▲ 10.8 2
ペルー 10.0 48 (↑1) 257.5 1 5.2 7 3.9 3 ▲ 16.9 1
英国 9.0 50 (↓7) 98.4 4 44.2 2 6.6 1 ▲ 11.2 2

（注）感染者数は累積感染者の対人口比（10/14時点、1万人あたりで表示）
　　　感染拡大率は10/14までの2週間の新規感染者の対累積感染者数比率（％表示）
　　　致死率は累積死亡者の対累積感染者数比率（10/14時点、％表示）
　　　ＧＤＰ損失は、ベースラインの見通しからみた現時点での見通しの差分（対ベースラインＧＤＰ比率）
      順位の変化は7/3時点のランキングからの変化
（資料）ジョンズ・ホプキンズ大学、Eurostat、Datastream等よりニッセイ基礎研究所作成
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は感染第 1波を上手く抑えられるかの巧拙が問われていたが、感染第 1波を抑えても、その後の行動次

第では、再び感染が急拡大する可能性もある。 

これまで各国が実施してきた封じ込め政策を見ると、中国のように、都市封鎖（ロックダウン）や大

規模な検査により、感染の抑制をしている例がある一方で、インドのように全土で都市封鎖をしても感

染がピークアウトしなかった例もある。欧州のように、都市封鎖や行動制限などによってピークアウト

した後、再び感染が拡大するケースもあり、国によって成功例はあるものの、封じ込め政策の「特効薬」

というべき方法は見つかっていないと言えるだろう。 

そのため多くの国ではマスクやソーシャルディスタンスの確保といった基本的な感染予防策と、感染

者の早期発見・隔離といった医療体制整備をしつつ、感染拡大の状況に応じて効果的な封じ込め政策を

模索する状況が続いていると言える。不確実性は依然として高く、各国ともに油断ができない状況が続

きそうだ。 

 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提

供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

（図表 2） 

 

各国の成長率見通し
2019年 2020年ベースライン 2020年コロナ禍後

実績 IMF ＯＥＣＤ ＩＭＦ
19年10月 20年1月 採用 20年9月 20年10月 採用 ＧＤＰ損失

オーストラリア 1.8 2.3 NA 2.3 ▲ 4.1 ▲ 4.2 ▲ 4.1 ▲ 6.3
オーストリア 1.6 1.7 NA 1.7 NA ▲ 6.7 ▲ 6.7 ▲ 8.3
ベルギー 1.4 1.3 NA 1.3 NA ▲ 8.3 ▲ 8.3 ▲ 9.4
カナダ 1.7 1.8 1.8 1.8 ▲ 5.8 ▲ 7.1 ▲ 6.5 ▲ 8.1
デンマーク 2.4 1.9 NA 1.9 NA ▲ 4.5 ▲ 4.5 ▲ 6.3
フィンランド 1.1 1.5 NA 1.5 NA ▲ 4.0 ▲ 4.0 ▲ 5.4
フランス 1.5 1.3 1.3 1.3 ▲ 9.5 ▲ 9.8 ▲ 9.6 ▲ 10.8
ドイツ 0.6 1.2 1.1 1.1 ▲ 5.4 ▲ 6.0 ▲ 5.7 ▲ 6.7
香港 ▲ 1.2 1.5 NA 1.5 NA ▲ 7.5 ▲ 7.5 ▲ 8.8
アイルランド 5.5 3.5 NA 3.5 NA ▲ 3.0 ▲ 3.0 ▲ 6.3
イスラエル 3.5 3.1 NA 3.1 NA ▲ 5.9 ▲ 5.9 ▲ 8.7
イタリア 0.3 0.5 0.5 0.5 ▲ 10.5 ▲ 10.6 ▲ 10.6 ▲ 11.0
日本 0.7 0.5 NA 0.5 ▲ 5.8 ▲ 5.3 ▲ 5.5 ▲ 6.0
オランダ 1.8 1.6 NA 1.6 NA ▲ 5.4 ▲ 5.4 ▲ 6.9
ニュージーランド 2.2 2.7 NA 2.7 NA ▲ 6.1 ▲ 6.1 ▲ 8.5
ノルウェー 1.2 2.4 NA 2.4 NA ▲ 2.8 ▲ 2.8 ▲ 5.2
ポルトガル 2.2 1.6 NA 1.6 NA ▲ 10.0 ▲ 10.0 ▲ 11.4
シンガポール 0.7 1.0 NA 1.0 NA ▲ 6.0 ▲ 6.0 ▲ 6.9
スペイン 2.0 1.8 1.6 1.6 NA ▲ 12.8 ▲ 12.8 ▲ 14.2
スウェーデン 1.2 1.5 NA 1.5 NA ▲ 4.7 ▲ 4.7 ▲ 6.1
スイス 0.9 1.3 NA 1.3 NA ▲ 5.3 ▲ 5.3 ▲ 6.5
英国 1.5 1.4 1.4 1.4 ▲ 10.1 ▲ 9.8 ▲ 9.9 ▲ 11.2
米国 2.3 2.1 2.0 2.0 ▲ 3.8 ▲ 4.3 ▲ 4.0 ▲ 5.9
アルゼンチン ▲ 2.2 ▲ 1.3 NA ▲ 1.3 ▲ 11.2 ▲ 11.8 ▲ 11.5 ▲ 10.3
ブラジル 1.1 2.0 2.2 2.2 ▲ 6.5 ▲ 5.8 ▲ 6.2 ▲ 8.2
チリ 1.1 3.0 NA 3.0 NA ▲ 6.0 ▲ 6.0 ▲ 8.8
中国 6.1 5.8 6.0 6.0 1.8 1.9 1.8 ▲ 3.9
コロンビア 3.3 3.6 NA 3.6 NA ▲ 8.2 ▲ 8.2 ▲ 11.4
チェコ 2.3 2.6 NA 2.6 NA ▲ 6.5 ▲ 6.5 ▲ 8.9
エジプト 5.6 5.9 NA 5.9 NA 3.5 3.5 ▲ 3.7
ギリシャ 1.9 2.2 NA 2.2 NA ▲ 9.5 ▲ 9.5 ▲ 11.5
ハンガリー 4.9 3.3 NA 3.3 NA ▲ 6.1 ▲ 6.1 ▲ 9.1
インド 4.9 7.0 5.8 5.8 ▲ 10.2 ▲ 10.3 ▲ 10.2 ▲ 15.2
インドネシア 5.0 5.1 NA 5.1 ▲ 3.3 ▲ 1.5 ▲ 2.4 ▲ 7.1
韓国 2.0 2.2 NA 2.2 ▲ 1.0 ▲ 1.9 ▲ 1.4 ▲ 3.6
マレーシア 4.3 4.4 NA 4.4 NA ▲ 6.0 ▲ 6.0 ▲ 10.0
メキシコ ▲ 0.1 1.3 1.0 1.0 ▲ 10.2 ▲ 9.0 ▲ 9.6 ▲ 10.5
パキスタン 3.3 2.4 NA 2.4 NA ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 2.7
ペルー 2.2 3.6 NA 3.6 NA ▲ 13.9 ▲ 13.9 ▲ 16.9
フィリピン 5.9 6.2 NA 6.2 NA ▲ 8.3 ▲ 8.3 ▲ 13.6
ポーランド 4.1 3.1 NA 3.1 NA ▲ 3.6 ▲ 3.6 ▲ 6.4
カタール 0.1 2.8 NA 2.8 NA ▲ 4.5 ▲ 4.5 ▲ 7.0
ロシア 1.3 1.9 1.9 1.9 ▲ 7.3 ▲ 4.1 ▲ 5.7 ▲ 7.5
サウジアラビア 0.3 2.2 1.9 1.9 ▲ 6.8 ▲ 5.4 ▲ 6.1 ▲ 7.9
南アフリカ 0.2 1.1 0.8 0.8 ▲ 11.5 ▲ 8.0 ▲ 9.8 ▲ 10.5
UAE 1.3 2.5 NA 2.5 NA ▲ 6.6 ▲ 6.6 ▲ 8.9
台湾 2.7 1.9 NA 1.9 NA 0.0 0.0 ▲ 1.8
タイ 2.4 3.0 NA 3.0 NA ▲ 7.1 ▲ 7.1 ▲ 9.9
トルコ 0.9 3.0 NA 3.0 ▲ 2.9 ▲ 5.0 ▲ 3.9 ▲ 6.7

参考 ベトナム 7.0 6.5 NA 6.5 NA 1.6 1.6 ▲ 4.6

（注）エジプト、インド、パキスタンは財政年度。パキスタンの採用系列は2020年度および2021年度を考慮して作成
（資料）ＩＭＦ、ＯＥＣＤ、Eurostat、Datastreamよりニッセイ基礎研究所作成
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